
 

交野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業補助金交付要綱 

 

（主旨） 

第１条 この要綱は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律」第９条第1項に規定する土砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒

区域」という。）が指定される以前から当該土地に存する住宅（以下「既存不

適格住宅」という。）を土砂災害から守るための補強措置を促進するため、市

長が予算の範囲内で交付するものとし、その交付金については交野市補助金交

付規則（昭和48年8月21日規則第5号）に定めるもののほかこの要綱に定めると

ころによる。 

 

（補助対象事業及び補助金の額） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、別表１にすべて適合するものとす

る。 

２補助金の補助対象経費、補助額及び補助対象経費の限度額は、別表２のとお

りとする。この場合において補助金の額は、補助事業の区分ごとに１，０００

円未満の端数を切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 補助金交付を受けようとする者は、交野市土砂災害特別警戒区域内既

存不適格住宅補強事業補助金交付申請書（様式第１号）により、必要書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

 

（補助金交付の決定） 

第４条 市長は、前条の規定による補助金交付申請があったときは、審査のう

え、補助金を交付することが妥当と認めた時は、補助金交付を決定し、補助金

交付申請者に対し、交野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業補

助金交付決定通知書（様式第２号）によりその旨を通知するものとする。 

 

（補助金交付申請の変更及び取り下げ） 

第５条 前条の規定により補助金交付の通知を受けた者（以下「事業施行者」

という。）が、補助事業の内容を変更するときは、交野市土砂災害特別警戒区

域内既存不適格住宅補強事業補助金交付変更申請書（様式第３号）をただちに

市長に提出しなければならない。市長は、補助金交付変更申請があり、妥当を

認めた時は、交野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業補助金交



付変更決定通知書（様式第４号）によりその旨を通知するものとする。 

また補助事業の中止等を申請する場合は、交野市土砂災害特別警戒区域内既存

不適格住宅補強事業に係る補助事業の中止（廃止）申請書（様式第５号）をた

だちに市長に提出しなければならない。 

 

（着手届） 

第６条 事業施行者は、補強工事着工７日前までに、交野市土砂災害特別警戒

区域内既存不適格住宅補強事業着手届（様式第６号）を市長に提出しなければ

ならない。 

 

（状況報告） 

第７条 市長は、補助事業者に対し様式第７号により事業遂行状況報告を請求

することができるものとする。補助事業者は、請求があった場合、ただちに交

野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業遂行状況報告書（様式第

８号）により、必要書類を添えて報告しなければならない。 

 

（実績報告書） 

第８条 事業が完了したときは、交野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住

宅補強事業実績報告書（様式第９号）により、必要書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定による書類を受理したときは、当該書類を審査

し、現地確認を行い、補助金交付の決定内容に適合すると認めたときは、補助

金の額を確定し、交野市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業補助

金交付確定通知書（様式第１０号）を交付するものとする。 

２補助事業者は、前項の補助金交付確定通知を受理したときは、速やかに様式

第１１号の補助金交付請求書を市長に提出するものとする。 

 

（流用の禁止） 

第10条 補助金の交付を受けた者は、これを他の経費に流用してはならない。 

 

（補助金交付通知の取り消し及び還付命令等） 

第11条 市長は、事業施行者が、次の各号に該当するときは、補助金の交付決

定を取り消し、又はすでに交付した補助金の一部又は全部の返還を命ずること

ができる。 



（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）不正の手段による補助金の交付を受けたとき。 

（３）事業の施行方法が不適当と認められたとき。 

 

２市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消す場合は、補助金交付

決定取り消し書（様式第１２号）により通知するものとし、補助金の一部又は

全部の返還については、補助金返還命令書（様式第１３号）により、期限を定

めてその返還を命じるものとする。 

 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、交野市長が別に定め

る。 

 

附則 

この要綱は令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１区分 採択基準 

特別警戒区域内住宅補強設計補助 ・要綱施行日以前から所有かつ居住

しており、土砂災害特別警戒区域に

存する居室のある建築物（長屋・共

同住宅・併用住宅を含む。） 

ただし、要綱施行日以後に特別警戒

区域に指定された場合は、指定日以

前から所有かつ居住している建築物 

・補強後も申請者が居住する建築物 

・補強設計補助は、区域指定により

補強が必要な箇所（範囲）を対象と

する。 

・補強設計補助は、既存不適格住宅

を建築基準法施行令第80条の3の規

定に適合させる補強を行うための設

計を行う場合にあっては、当該設計

を建築士法（昭和25年法律第202

号）第23条第1項の登録を受けた建

築士事務所に属する者が行わなけれ

ばならないこと。 

・住宅補強設計を行う者の市民税課

税所得金額が５，０７０，０００円

未満であること。 

・市税（市・府民税、固定資産税及

び都市計画税）に滞納がないこと。 

・補助対象住宅の所有者及び居住す

る世帯全員が、交野市暴力団排除条

例（平成２４年条例第３１号）第２

条第１号から第３号に規定する暴力

団員等に該当しないこと。 

 



特別警戒区域内住宅補強工事補助 ・要綱施行日以前から所有かつ居住

しており、土砂災害特別警戒区域に

存する居室のある建築物（長屋・共

同住宅・併用住宅を含む。）ただ

し、要綱施行日以後に特別警戒区域

に指定された場合は、指定日以前か

ら所有かつ居住している建築物 

・補強後も申請者が居住する建築物 

・補強工事補助は、区域指定により

補強が必要な箇所（範囲）を対象と

する。 

・住宅補強工事を行う者の市民税課

税所得金額が５，０７０，０００円

未満であること。 

・市税（市・府民税、固定資産税及

び都市計画税）に滞納がないこと。 

・補助対象住宅の所有者及び居住す

る世帯全員が、交野市暴力団排除条

例（平成２４年条例第３１号）第２

条第１号から第３号に規定する暴力

団員等に該当しないこと。 

 

別表２区分 補助対象経費 補助額 補助対象経費の

限度額 

特別警戒区域内

住宅補強設計補

助 

居室を有する建築

物の補強設計の補

助に要する経費の

うち別に定める限

度額の範囲内 

補助対象経費に

23％を乗じた額 

１棟当たり

672,000円を限

度とする。 

特別警戒区域内

住宅補強工事補

助 

居室を有する建築

物の補強工事の補

助に要する経費の

うち別に定める限

度額の範囲内 

補助対象経費に

23％を乗じた額 

１棟当たり

3,360,000円を

限度とする。 

 


